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コマツ・ポートフォリオ・アドバイザーズ

　　　　　　　

来週の投資戦略 (11/28-12/2)

NISA、米国経済指標に注目

2022年11月27日

小松　徹

注目事項　－　見所

11月28日、資産所得倍増プラン計画決定　―　年間非課税枠は？恒久に無税？

11月30日、10月の鉱工業生産指数　―　前月比マイナス1.8％？

12月1日、10月の米個人消費支出（PCEコアデフレーター）　―　前年比+5.0％？

12月1日、11月の米ISM製造業景況指数　―　2019年12月以来の50割れ？

12月2日、11月の米雇用統計　―　平均時給は前年比+4.6％？



株式市場見通し

先週のわが国の株式市場は全面高となったが、指数をリードした銘柄群には共通の特徴があった。TOPIX500割安株の上昇率が3.26％と同成長株の1.84％を大きく上回った。業種別では海運、電力・ガス、銀行、卸売り、保険など。小型割安株が3.61％と最も高かったのは、地方銀行株の急騰による。13銘柄が10％以上上昇したことが大きい。割安株は年初に一度大きく上昇したが、ここに来てこれらが好まれたのは、来年の景気悪化を織り込もうとしているのではないか。来週はわが国ではやっと「新しい資本主義」が形になって表れ始める。米国では週後半に重要な経済指標が発表され、市場の動きが注目される。



月曜日に資産所得倍増プランの計画が発表される予定だ。少額投資非課税口座（NISA）の年間非課税枠拡大と恒久に無税になるかが注目される。現在の欠陥NISAは早く修正した方が良い。２か月前に本レポートで指摘したが、次のような事例があった。私の手元にNISA口座で購入した銘柄について移管手続きをするよう手紙が来た。購入してまだ４年しかたってないはずだが、購入年の１月１日を基準にするという。私は昨年NISA口座を他の証券会社に移したと問い合わせると、ならば移管出来ないと。結局５年間と言っても実施的には４～5年しか保有しないで、残高は一向に増えない。



なお、現在の投資上限額120万円では東証プライム市場で33銘柄が購入できない。このうち株価上位10銘柄の過去10年間の純利益成長率が年25％、株価上昇率も年30％と極めて高い。東証はこれらの会社にもっと圧力をかけて個人投資家が外国株だけに投資するようなことを避けなければならない。



木曜日以降に米国で発表される経済指標と市場の反応について考えてみたい。まず、10月の個人消費支出（PCEコアデフレーター）が前月比+0.3％、前年比+5.0％と予想されている。9月が+5.1％だったので、そうなった場合には市場は好感するか。30分後に11月の米ISM製造業景況指数が49.8と、2019年12月以来の50割れになると予想されている。悪い経済指標は利上げ緩和を期待させるので、金利低下を通じて株式市場は好感するか。金曜日には11月の雇用統計が発表される。KPAが最も注目しているのは平均時給で、前月比+0.3％、前年比+4.6％と予想通りになるか。10月が+4.7％だったので、わずかながら低下したと好感するか。



KPAの投資戦略

		ロング（買い）

		ショート（売り）



		好財務の割安株、今期増益株

		高PB低位株、高PE新興株





(注)　ヘッジ・ファンド向け戦略としての一例。投資期間は半年程度を想定。
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